
 皆様、本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうございます。CFOの松下で
す。

 本日は、「2023年3月期第2四半期決算」、「2023年3月期通期業績予想」、「セグメ
ントの状況」及び「中期経営計画における3つの重点戦略の進捗状況」について説明し
ます。

 まず、「第2四半期決算」について説明します。5ページをご覧ください。









 第2四半期の営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中ではありました
が、行動制限の緩和や社会経済活動の正常化が進み、鉄道事業を始めとした各事業にお
ける需要の緩やかな持ち直しや、第1四半期に実施した保有物件の第三者への売却など
により、対前年で285億円の増収の1,701億円となりました。

 営業利益は、営業収益の増加に加え、鉄道事業における固定費削減効果が堅調に発現し
たことなどにより黒字を維持し、対前年で152億円増の111億円。EBITDAについて
は、対前年164億円増加し、252億円となりました。

 また、親会社株式に帰属する四半期純利益は、ハウステンボス株式の売却に伴う特別利
益の増加などにより、対前年で140億円増の120億円となりました。

 次に、「2023年3月期通期業績予想」について説明します。９ページをご覧くださ
い。









 業績予想の前提となる主な事業の収入の状況について説明します。

 第1四半期は前期末からの回復傾向を維持し、特に鉄道事業においては、当初想定より
も速いペースで需要が回復しました。

 第2四半期に入ってからは、新型コロナウイルス感染症の急拡大を受け、7月・8月は回
復が鈍化しましたが、過去の感染者数の拡大局面と比較すると、底堅く移動需要や個人
消費は推移したものと捉えております。

 また、9月下旬から足元にかけては、政府による「全国旅行支援」や水際対策の緩和な
ど、当社の様々な事業に追い風となる施策も打ち出され、再び回復基調を取り戻しつつ
あります。

 次のページをご覧ください。



 今期の通期連結業績予想については、新型コロナウイルス感染症の第8波とインフルエ
ンザとの同時流行の懸念など、収入については不透明な状況が続きますが、第2四半期
決算の結果と足元の状況を踏まえ、営業収益、営業利益、経常利益、EBITDAについて
は8月2日公表の予想から変更しておりません。

 親会社株主に帰属する当期純利益については、9月に実施したハウステンボス株式の売
却益を加味し、上方修正いたしました。

 また、配当予想については、当初の１株あたり年間配当金93円から変更しておりませ
ん。

 次に、「セグメントの状況」のうち、ホテル事業について補足説明します。20ページ
をご覧ください。





















当社のホテル事業の昨今の状況について説明します。

ホテル事業においては、高価格帯ブランドである「THE BLOSSOM」シリーズの開業
により、国内の総客室数が、コロナ前の2019年3月期に比べ、約36%増加しており、
来期は九州初のマリオットホテルや西九州新幹線沿線における旅館開発が控えていま
す。

足元の予約状況は、政府の「全国旅行支援」や水際対策の緩和等の影響もあり、好調に
推移しています。当社ホテルにおいても人手不足による稼働制限をかけざるを得ない状
況となる可能性はあるものの、需要拡大局面を捉えたレベニューマネジメントの徹底等
により、収益・利益の最大化に努めてまいります。

併せて、課題と認識している既存ホテルの競争力向上に向けた取り組みも引き続き進め
てまいります。

次に、中期経営計画における重点戦略の進捗について説明します。22ページをご覧く
ださい。





 当社は、中期経営計画の期間である2024年度までの3か年を2030年長期ビジョン実現
に向けた「成長軌道への復帰を図る」ステージとし、3つの重点戦略を推進していま
す。

 今期業績予想及び中期経営計画の数値目標達成に向けた、各種施策の具体的な進捗状況
について説明します。

 次のページをご覧ください。



 はじめに、鉄道事業における事業構造改革について説明します。

 西九州新幹線の開業日に合わせ、新幹線及び在来線共にご利用実態を考慮した秋のダイ
ヤ改正を実施しました。必要な輸送力を確保した上で、福岡・北九州都市圏における通
勤通学時間帯を含めた列車本数を見直しています。

 2020年3月期の鉄道事業の営業費用の1割である140億円の削減をターゲットとして社
内でプロジェクトを立ち上げ、固定費削減に取り組んできましたが、今秋のダイヤ改正
をもってBPRは更に進捗し、プロジェクト立ち上げから約2年半で完遂する見通しで
す。今期中にBPRによる140億円の固定費削減は区切りがつく見込みですが、これを
以って鉄道事業の構造改革が完遂したとは考えておりません。

 2030年長期ビジョンの実現に向けて、BPRでスリム化した鉄道事業をベースに、モビ
リティの進化と経営体力の強化に取組み、九州のまちづくりをけん引する「未来の鉄
道」をつくることを目的とし、新たに「未来鉄道プロジェクト」を設立しました。単な
る経費節減ではなく、DX推進や技術革新等により、コスト削減や新たな収入獲得に繋
がる取り組みに向けて検討を推進していきます。

 次のページをご覧ください。



 次に、重点戦略の2つ目である「豊かなまちづくりモデルの創造」について説明しま
す。

 2022年9月23日に長期間にわたり準備を進めてきた西九州新幹線が、無事に開業の日
を迎えました。

 開業当日は、当社が主催する開業記念式典に加え、駅前では地域が主体となったイベ
ントが開催され、地元の方だけでなく全国から非常に多くの方が来場されました。改
めて、地域の元気をつくる企業グループとして、この盛り上がりを維持拡大していく
という想いを一層強めました。

 開業から一カ月で約20万人の方にご利用いただき、コロナ前の在来線特急列車の利用
実績と比較して約102%と堅調なスタートを切ることができました。

 また、新しいD&S列車「ふたつ星4047」の運行も同時に開始し、各おもてなし駅で
は地元の方々によるお出迎えで賑わっています。

 次のページをご覧ください。



西九州新幹線の利用増・利便性向上に向けて、引き続き様々な取り組みを進めてまい
ります。

佐賀・長崎デスティネーションキャンペーンによる送客を始め、キャンペーンサイト
での西九州全体の魅力の発信・周遊促進のための各種おトクなきっぷの販売などを
行っています。また、2022年8月から開始した長崎MaaSについても、観光施設や他
交通事業者と連携したデジタルきっぷを販売する等、取組みを拡大しています。

整備新幹線である西九州新幹線の貸付料は、開業後30年間の受益の平均をベースとし
て算定されます。当社としては、ご利用の増加に向けた取り組みの推進や西九州エリ
アのまちづくり等により、収入の拡大を図ってまいります。

次のページをご覧ください。



福岡エリアのまちづくりについては、九大跡地利用が検討され、当社も新駅設置を予
定している箱崎地区に新たにオフィスビルを取得しました。

また、天神の商業施設である「VIORO」のプロパティマネジメント業務を受託しまし
た。グループ外の商業施設のプロパティマネジメント業務受託は、グループ初の取り
組みです。

今後も、複合体験型アウトドア事業や、有料老人ホームを含めた複合開発、オフィス
ビル開発などの案件が控えており、引き続き幅広い領域においてまちづくりを推進し
ていきます。

次のページをご覧ください。



地域交通への取組みについては、自治体や沿線住民の皆さまと鉄道の現状を共有するた
め、データ開示に取り組んでいます。

 2017年度には路線別の収入や線区別の平均通過人員を、そして2020年度には2018年
度分からの一日あたり平均通過人員が2,000人未満の線区の収支を開示しています。今
年度開示した線区別収支は41ページに掲載しています。

また、一部の線区では、鉄道を持続可能なものとするための活用策について自治体の皆
さまと共に策定・実行していく検討会を、2019年から立ち上げています。資料には、
先日公表した昨年度の活用策の主な例を掲載しています。

今後も地域の方に線区への関心を高めていただけるように努め、日常的な利用につなが
るような活用策に取り組んでいきます。

次のページをご覧ください。



 MaaSの取り組みについては、長崎エリアでの開始により、合わせて7エリアで展開し
ています。

今後も、九州における広域MaaSの推進を目指し、地域交通事業者・自治体・経済団体
等との連携の強化を図ることで、九州内が一体となった推進体制の構築に取り組んでい
きます。

次のページをご覧ください。



最後に、重点戦略の3つ目である「新たな貢献領域での事業展開」の進捗状況について
説明します。

現在進行中の中期経営計画では、貢献領域の拡大と事業の持続性強化を見据え、
BtoB、BtoG事業の強化を行う方針としており、特にBtoB事業の強化においては、
M&Aを活用していく方針です。

次のページをご覧ください。



 当初、BtoB事業の中心となる建設セグメント及びビジネスサービスセグメントは、
グループ内の効率的な運営を主眼とした機能子会社としての役割を果たしてきました
が、そこからの進化を図るため、グループ内取引で蓄積したノウハウ・技術を活用し
たグループ外への販路拡大など、主にグループ内の経営資源を活用した取り組みを進
めてきました。

 今後は、事業強化の流れを加速させるため、M＆Aの推進により、外部のノウハウ・
技術との融合や、当社とのシナジーを意識しつつ、九州の持続的な発展に貢献できる
領域を拡大していきます。

 次のページをご覧ください。



 具体的な事例として、今期においては３件のM&Aを実施しています。

 建設セグメントでは、熊本県の金物製造企業を迎え入れ、鉄道技術との融合によりも
のづくり機能の強化を図るとともに、取引先の拡大にもつなげていきます。

 ビジネスサービスセグメントにおいては、医療系システム分野に強い福岡県のシステ
ム開発企業を迎え入れることで、情報サービス事業における同分野への拡大を図ると
ともに、重量物の運送にノウハウを持つ福岡県の運送企業を迎え入れることで、運送
事業の本格展開を図ります。

 以上で説明を終わります。ご静聴ありがとうございました。




























